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第4回衛生工学シンポジウム

1996.11北海道大学学衛交流会館

積雪寒冷地におけるエネルギー自立化住宅に関する研究

一太陽・大気・大地の複合利用設備の導入効果ー

落緩漫，長野克期，持田 徹，横山真太郎，中村真人，嶋倉一貫(北海道大学)

中村卓司(清水建設(株)) 

潰悶晴弘，久光宏信，山中宏之， 0山崎将吾，藤田佳子(北渇道大学)

1 .はじめに

自然エネルギーや生活排熱のリサイクルを利用した住宅におけるエネルギー自給の試みについて

は，従来から多くの研究あるいは実施併があるものの，その設計手法やデータの蓄積が体系的に成さ

れているとは雷えず，一般への普及段階には達していない.本研究は，人間の最小の生活基盤である

独立住宅におけるエネルギーシステムの将来のあり方について検討を行うものであり，積雪寒冷地の

エネルギー自立化住宅を目指したローエネルギーハウスの設計手法を構築するとともに，北海道大学

工学部敷地内における実験住宅の建設計画とその経過について報告を行う.

2.エネルギー自立化住宅とは

住宅で消費する各種エネルギーを最小化するローエネルギーハウスの建設は，エネルギー自立化住

宅の第一歩である.大地のエネルギーに着自することにより，年間のサイクルを考麗した新しいエネ

ルギーシステムの構築が可能であると考えられる.住宅内における電力負荷は，太陽光発電システム

により賄い，電力生産の過不足は商用電源との双方型のネットワーク利用により対応する.また，暖

冷房，給湯は，駆動力として電気を利用し，自然エネルギー及び生活排熱を最大限に活用し，長短期

サイクルの蓄熱を利用することによって，究極の省エネルギーを達成することを自標としている.

2. 1 設計フロー

園ーlにローエネルギーハウスの計画手

臓を示す.まず，諸条件の設定を行い，

パッシプな省エネルギー効果について検

討する.建設地点の外界気象条件，地下

熱環境等のデータベースを利用して，利

用可能な自然エネルギーの選定とその賦

存量の評価を行うとともに，長短期蓄熱

の媒体としての大地の熱性状，蓉量を算

定する.次に，暖冷房負荷の計算を行

い，消費エネルギー量の設定と建設のた

めの初期投資の算定を行う.パッシブ手

法で鮪いきれない負荷については，太陽

熱給湯システム，土壌熱源ヒートポンプ

媛冷房システム等の適正導入規模の検討

を行い，アクティブ手法導入のための設

備系の初期投資を算定する.さらに，年

間エネルギー消費量のシミュレーション

を行い，初期投資償却年数. 1次エネル

ギー削減効果，環境排出抑制効果等の指

標より，計画の採否を判断する.

エネルギー自立化性宅趨世肘薗の岡桔

函ペ エネルギー自立化住宅の計麗フロー
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2. 2 噂入手法

表-0ごエネルギー自立化住宅における導入手法の概要を示す.太陽エネルギーの活用については，

暖房のためのパッシプ手法，太陽電池・太陽熱集熱器利用のアクティブ手法があるが，気象条件や住

宅の形態により利用条件が左右される.また，風力発篭も検討の対象とする.暖冷罵については，

パッシブ手法，生活排熱利用と土壌への季節間蓄熱の活用について検討する.

間働2，図-3に鰻房と冷房の設備システムの概念図を示す.暖房においては，南部関口部よりのダイ

レクトゲイン，躯体への蓄熱(潜熱蓄熱材の導入を含む)及び生活排熱を積極的に利用するととも

に，地下室，垂撞埋設管により大地の蓄熱効果を利用する.換気のための導入外気はアースチューブ

によって予熱を行う.冷房においては，冷凍サイクルを使用しない自然エネルギ一利用型システムと

し，夏期の余剰冷房排熱を，大地に長期蓄熱する.換気のための導入外気はアースチューブによって

予冷を行う.
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表-1 エネルギー自立化住宅における導入手法の概要
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3. 自然エネルギー賦存盤の算定

3. 1 太鶴エネルギー

著者等9は，札幌における日射量の測定をIDMP(留擦昼光プログラム)に基づき， 1991年より行っ

ている.表-2に1991"""1994年の各方位固5]IJ・傾斜角別の年積算日射量の平均値を示す.傾斜角00 と

90
0

の値は実測値であり，15
0 

"'75
0

の値は，直散分離モデルにより推定した.南部の{頃斜角300

における年積算日射量は，1303kWh/(m2'a)であり，これは日本の平均的家庭が1年間に消費する需力

量の約1/3'"1 12である.他の方位角については，間・東面は南関の約9%減，北部は約33%減となっ

ている.

3. 2 大気・大地のエネルギー

1994年秋に札幌市中央区に深さ20m規模の土壌温度測定基地を設置し，測定を開始した司.表3

に一年自の測定結果を示す.外気温が0"Cを下回る冬期間においても地表面温度はO"C以上を維持して

おり，これは積雪による地下の保温効果であると言える. 1丹における深さ 1m，2mの温度は，それ

ぞれ4.2，7.8"Cであり，地下室，水平型地中熱交換器，アースチューブ換気の省エネルギー効果が期

待できる.深さ 10m地点は，本狽.IJ定基地における不在地下水位であり，温度の年間変動は極めて小さ

く，年平均値(不易層温度)は約1O.4"Cであった.

表-2 札憾におけ畠各方検E軍規・傾倒角度樹の年続審rst/掻
{測定締間 :1鈎1-19宮4~手}

月

1240 
1072 
897 
743 
612 
弘2

外気滋I'CI

民溜Iml51

Om 
土

Z日 1m

4.アクティブ手法の導入効巣

4. 1 太賜光発電システム

8491 44<1 
単伎[k明1/01• al 

11 
震

I'CI 

図イに太陽光発電システムの概念閣を示す.太陽電

池により生成する産流電流をインバーターにより交

流に変換し，家庭内の電力負荷を賄う.太陽エネル

ギーが豊富に得られる時期においては，余剰電力を

ネットワークに供給し，生成篭力が不足した場合に

は，逆にネットワークより電力供給を受ける.表-4

に， 3. 1の日射量測定値を用いて算出した南聞傾

斜角30
0

における各種太陽電池の丹別日平均発常盤

の予測値を示す.各太鵠竜池の光変換効率は，年間

を通じて一定と仮定し，単結晶型，多結晶型，アモ

ルファス型で，それぞれ10.5%，9%， 6%として算出

している.一年を通じて5月が最も発電量が多く，

単純品製で544Wh/(m2・d)である.年平均発電量は，

王手結晶型，多結品型，アモルブアス型で，それぞれ

374， 321. 214Wh/(m2・d)であった.年間3MWhを太

陽電池によって賄うとした場合に必要となるセル聞

積は，単結晶型，多結晶型，アモルファス型で，そ

れぞ、れ，約22，26， 38m2という結果となった
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表・3 外気話!， 61逮，土綴滋!lの測定結集

1 2 3 4 5 6 7 

.3.5 .2.8 0.51 6.8 12.9 15.4 21.1 

2.8 2.4 2.7' 3.4 3.2 2.8 2.3' 

0.21 0.0 0.91 7.3 14.0 
けい83 21 i 21 6 2 • 5 

4.21 3.2 2.61 4.5 9.5 5 

7.81 6.5 5.61 5.4 7.5110.0 12.3 

11.4 10.8 10.2 9.6 9.1 9.1 9.2 

10.6 10.6 10.6 10.7 10.6 10.5 10.2 

8 91 10 111 12 年平均

20.8 16.7 12‘ 4.1 “1.9 8.5 
2.21 2.4 2.21 2.7 2.4 2.6 

22.0 17.7 写2.5 4.2 0.8 10.0 

19.2 18.4 15.1 10.1 6.0 10.2 

15.3 16.2 14.9 12.5 9.8 10.3 

9.8 10‘6 11.3 11.5 11.71 10.4 

10.1 10.1 10.2 10.2 10 ‘10.4 
ー越定期間:1994年11月-1画面5年10fl

・札領官1K11I取台によ畠規定豊富

霞-4 太陽光発後システムの線念図

褒-4 百薗傾斜角30夜!とおける書摺太揮官軍泊のF!s!I臼平均史電翠

E革路緑豊2 害総A型 アモル77 !̂rl

1J'1 235 201 134 
Z月 290 249 166 
話J守 419 359 239 
4月 462 396 264 
oJ'1 544 466 311 
6J=l 518 444 296 
{J'1 507 435 290 
日月 464 397 265 
切月 376 323 215 
IU月 304 260 173 
llJ=l 199 171 114 
l瓦月 174 149 99 
千均

」 374 321 214 
単位i耐日干・dl



4. 2 太陽熱給湯システム

図-5に太陽熱給湯システムの概怠図を示

す.冬期間の凍結妨止のため，熱媒に不凍

液を用いる強制循環型間接集熱開放システ

ムを採用する.それほど高温を必要としな

い蹄房，洗濯，洗面等は太揚エネルギーの

みで賄うものとし，太陽エネルギーが不足

する冬期の浴用については，生活排熱・大

気・大地を熱源としたヒートポンプによっ

て檎助加熱する.図6に，南面傾斜角30.

に真空ガラス管型，平板型太陽熱温水コレ

クターを10m2設置した場合の集熱量の年間

変動を示す• 1日の集熱開始温度は水道水

温度とし，給湯損度は45'C，貯湯槽容量は

500Qとした.図中，余剰集熱量は， 45'C 

達成後の集熱量であり，地下蓄熱が可能で

ある.貯湯槽内温度が45'Cに到達しない場

合には，浴用の300Qのみ補助加熱を行う

ものとした.その際の必要熱量が図中の不

足熱量で示されている.最も効率の良い真

空ガラス管型においても， 1 2丹には平均

で約8kWh/dの不足が生じている.不足熱量

の年平均値は，真空ガラス管型で980kW

h，平板型(断熱材あり)で1390kWhと

なった.真空ガラス管型の製造コストは，

平板型の約4倍であり，高々45'C程度の温

水を得ることが目的であれば，平板裂でも

十分であると蓄える.夏期に発生する余剰

熱量の長期地下蓄熱の効果については，今

後，詳細なシミュレーションを行う予定で

ある.

4. 3 土壌熱源ヒートポンプ

媛冷薦システム

1993年12月10日から1995年9丹30日ま

での約 2年間にわたり，暖冷房のための地

下熱利用の有効性を実証するための採熱・

放熱試験を行った3 実験には3種類の垂直

型地中熱交換器を使用しており，形状は鋼

管井戸製， U字管型，ダブルU字管慰で，

いずれも深さ30m規模である.図偽7，圏8

にそれぞれヒートポンプ暖房時の採熱率，

パッシブ冷房時の放熱率を示す. これらの

実験により，鋼管井戸型の場合には，暖鰐

開

相

担

i 酔 L馴…プi
l一一唖きi---J

S語.5 太関陣皇給湯システムの草書念図

書割余剰熱鐙[k官h/dl

(c)平穏型(強化ガラス除措)

図-6 太陽熱集然苦il0m' 1こよ~~案書事還の年間推著書(南菌、傾斜角30度〉
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のための採熱量原単位として約35W/m.冷爵のための放熱量原単位として約18W/mを得た.
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5.エネルギー自立化住宅の建設計画

5. .1 エネルギー消費原単位の設定

表ω5に札幌における戸建住宅のエネルギー消費量4を示す.世帯当たりの年間総エネルギー消費量は

約28.5MWhであり，そのうち，灯油消費量は約81.2%を占めている.用途別に見ると，暖房用エネル

ギー消費量が約68.5%であり，建物の断熱性能の向上とパッシブ手法の積極的導入による駿麗負荷の

軽減が，省エネルギーに最も効果的であると言える.このような現状を踏まえて，本研究では，用途

別エネルギー消費量の居標値を表6のように設定した.まず，暖爵負荷を従来型住宅の約1/4であ

る5000kWhまで低減させることを目標とし，太陽電池駆動型土壌熱源ヒートポンプシステムにより，

負荷を賄うものとする.また，調理は節電製調理器の使用を前提とし，従来型住宅の 1/2である

600kWhに抑えることとする.照明・動力は，従来並みの数値目標を掲げているが，これは，アク

ティブ手法の導入による熱媒搬送動力の増

分としてのlOOOkWhを含んでおり，省エネ

家電製品の導入，省エネルギー型生活スタ

イルの検討により，目標備を達成するもの

とする.給湯については，今回は，従来並

の数値を与えているが，これについては，

熱的，質的な給湯リサイクルシステムの構

築が必要であり，今後の検討課題としてい

る.世帯当たりの年間総エネルギー消費量

は13，6MWhであり，従来型住宅の半分以下

となっている.電気消費量の5900kWhは太

陽光発電，風力発電の自然エネルギー利用

と商用電源により賄うものとする.

5. 2 建設計画

商Gに実験住宅の平面図を示す.住宅

は，総地下室を有する木造2階建てとし，

建築薗積は約77m2，延床面積は約196m
2
で

ある.工法は，2 X 4工法であり，断熱材

一体型外壁材・屋根材には，省資源・省エ

ネルギー型で，かつ工期が短く，低コスト

袋・5 用途)lIJエネルギー消質量霊{従来型住宅)

単位 IkWh/lt堂楊・ a)J 

照明・動力 関理 路;a 盟問 冷房 ItlkWh/aJ 

灯鴻 o o 3916 19Z36 o 23152 

百電気 Z8Z0 10 315 165 6 3316i 

節市ガス o 60Z 371 43 o 1022 

LPG 白 634 Z~5 1 。 880 

そ司f色{自開11'1'蜘含む} o 。 48 78 。 126 

ItlkWh/.， Z8Z0 lZ46 ‘901 195Z3 6 28496 

-北潟溜電力{綜}総合研究所

調査期 間:平成先年 6月~平成 2年 5iI 

表 -6 用途耳目エネルギー治資重量(エネルギー自立化住宅}

単俄IkWh/(t控帯・ a)J 

照柄・動力 田理 蛤渇 眼路 冷際 E十IkWh/aJ

n治 o 。 o o o o 

穏健 t大岡司:1¥) Z800 600 700 1800 。 5900 
郡市ガス o o o 。 o o 

LPG o G o 。 o 。
そ叩偽 (6~1 1'1'町宮む} o o 3800 3400 500 7100 

136 ItlkWh/.1 Z800 600 4500 5Z00 500 
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が期待できる断熱材サンドイツチパネルを用いる.実

験住宅の仕様を表問7に示す.断熱材はポリスチレン

フォームを使用し，外援に対して235mm.鹿根に対し

て400mmとする.甫面には，約20m2;の窓(ダブル

LOW忍ガラス)を設ける.また，住宅の熱容量の向上

を図るため，地下室はRC造とし 1階床には，厚さ

150mmのスラブを設け，スラプ内に20'C前後で相変化

する潜熱蓄熱材を樫め込む.

鴎商傾斜角30
0

の展根には多結晶シリコン太陽電池

を60m2設置する. 3. 1及び4. 1より，年賠約

7MWhの発電が期待される.これは，表-6の篭気消費

量を充分満足する健である.

太陽熱温水コレクターは平板型とし. 10m
2
設置す

る.冬期間の凍結肪止のため，不凍液間接集熱を行う

ものとする.4. 2より，年間給湯負荷の70%はコレ

クターにより直接賄うことが可能であり，残りの30%

はコレクターによる余剰集熱量の長短期的な地中蓄熱

及び回収により賠うものとする.

地中熱交換器は.~連盟として深さ 30m. 80Aの鋼

管井戸製を 3本，水平型として深さ2.3m地点に20A架

橋ポリエチレン管をピッチ20cmで設置する.暖房時間

を2500h. 冷房時間を700hとした場合の垂直型の暖

房・冷房能力は. 4. 3より，それぞれ約8MWh.

1MWhであり，表6における暖冷房用必要自然エネル

ギー量を充分上回る数値である.

実験住宅は，北海道大学工学部敷地内に建設中であ

り，竣工は1996年12月初旬を予定している.

6 o おわりに

本報では，積雪寒冷地におけるエネルギー自立化住

宅の計酉手j頼，導入手法について述べるととも~，:，利

用可能な自然エネルギーの賦存最と，アクティブ手法

の導入効果を数値的に示した.また，北端道大学工学

部敷地内における実験住宅の建設について，その途中

経過を報告した.
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関G 実験住宅の平菌関

表-7 実験住宅の仕様

仕鎗

外I! ポリスチレン7..目ム235mm

E置掴 ポリスチレンフォーム40白羽冊

ダブルlOW.Eガラス3+12A+3mm(勲貫流窓口W/(m2・K))
目前漉滋

コン9リートスラブ15町nm(PCM埋め込み)

事結局 60m'
関顕傾斜角 30・

平l!ill:!{'F環濠策閣 10m1

貯湖摘容怨 5∞。

顕現壇鼠型 箆宮井戸(口授叩A.深吉3αn)X 3* 

ホ平壇扱型
集問ポリエチレン曹{口謹20A. ピッチ2Ocm)

寝霞探さ2.3m.全畏1∞mX3回路
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